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横
浜
市
の
対
応
と
課
題

② 

こ
れ
ま
で
の
耐
震
対
策
の
成
果
と
今
後
の
方
向
性

東
日
本
大
震
災
と
横
浜
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本
市
の
耐
震
対
策
は
、
平
成
７

年
の
阪
神
・
淡
路
大
震
災
等
を
教

訓
と
し
て
、
横
浜
市
防
災
計
画
震

災
対
策
編
（
以
下
、「
防
災
計
画
」

と
す
る
。）
で
防
災
都
市
づ
く
り

の
基
本
的
な
方
針
を
定
め
た
上

で
、
計
画
的
な
耐
震
対
策
を
実
施

し
て
き
て
お
り
、
現
状
の
耐
震
化

率
（
注
１
）
は
後
述
の
と
お
り
全

国
的
に
見
て
も
高
い
水
準
に
あ
る

（
表
１
）。
今
回
の
東
日
本
大
震
災

は
、
東
北
地
方
を
中
心
に
甚
大
な

被
害
を
も
た
ら
し
、
本
市
に
お
い

て
も
、
地
震
の
揺
れ
に
よ
る
影
響

で
行
政
機
能
が
一
部
損
な
わ
れ
る

等
の
被
害
が
あ
っ
た
が
、
東
北
地

方
の
被
災
状
況
に
比
べ
る
と
、
幸

い
に
も
直
接
的
な
被
害
が
少
な

か
っ
た
と
言
え
る
。
し
か
し
な
が

ら
、
今
後
の
発
生
が
危
惧
さ
れ
て

い
る
横
浜
市
直
下
型
地
震
や
東
海

地
震
等
（
注
２
）
に
備
え
る
必
要

性
が
高
ま
っ
て
き
て
お
り
、
こ
れ

ま
で
行
っ
て
き
た
耐
震
対
策
を
前

提
に
し
な
が
ら
、
行
政
機
能
の
発

揮
に
必
要
な
取
組
や
人
命
確
保
・

災
害
弱
者
対
策
等
に
必
要
な
取
組

を
早
急
に
検
討
し
、
防
災
計
画
の

見
直
し
等
に
反
映
し
て
い
く
必
要

が
あ
る
。

執
筆巽　

慶
太

政
策
局
政
策
課

１ 

　 

建
築
物
等
の
耐
震
対
策
状
況

❶ 

災
害
対
策
本
部
と
な
る
市
区
庁

舎

　

現
在
の
市
庁
舎
は
、
開
港
１
０

０
周
年
記
念
事
業
の
一
環
と
し
て

建
設
事
業
に
着
手
し
、
昭
和
34
年

９
月
に
完
成
し
た
建
築
物
で
あ

る
。
市
庁
舎
は
市
会
棟
と
行
政
棟

で
構
成
さ
れ
て
い
る
が
、
市
会
棟

に
つ
い
て
は
、
平
成
14
年
度
に
耐

震
補
強
工
事
を
完
了
し
て
い
た
。

一
方
、
行
政
棟
は
市
会
棟
に
遅
れ

る
形
で
、
平
成
21
年
度
に
耐
震
補

強
工
事
を
完
了
し
た
。
行
政
棟
の

耐
震
補
強
は
、
免
震
構
造（
注
３
）

を
採
用
し
て
い
る
が
、
今
回
の
東

日
本
大
震
災
の
揺
れ
に
対
し
て

は
、
免
震
装
置
が
有
効
に
働
き
、

建
物
を
長
周
期
化
す
る
こ
と
で
大

き
く
ゆ
っ
く
り
と
揺
れ
、
地
震
の

被
害
を
少
な
く
す
る
こ
と
が
で
き

て
い
た
。
被
害
状
況
に
つ
い
て

は
、
揺
れ
の
影
響
に
よ
り
、
ロ
ッ

カ
ー
な
ど
什
器
類
の
転
倒
や
壁
体

表
面
仕
上
げ
の
破
損
な
ど
、
軽
微

な
被
害
が
あ
っ
た
程
度
で
、
人
的

な
被
害
は
特
に
な
か
っ
た
。
ま

た
、
一
部
の
市
庁
舎
機
能
は
、
市

庁
舎
周
辺
の
民
間
ビ
ル
に
機
能
分

散
さ
せ
て
い
る
が
、
揺
れ
の
影
響

（
一
般
的
に
は
上
階
に
行
く
ほ
ど

揺
れ
が
大
き
い
）
に
よ
り
、
特
に

上
階
で
書
棚
な
ど
什
器
類
の
転
倒

や
天
井
材
の
剥
落
、
机
上
書
類
の

散
乱
な
ど
の
被
害
が
大
き
か
っ
た

こ
と
が
あ
り
、
震
災
時
の
行
政
機

能
の
発
揮
に
つ
い
て
は
、
今
後
の

検
討
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

　

区
庁
舎
に
お
い
て
は
、
阪
神
・

淡
路
大
震
災
直
後
か
ら
平
成
８
年

度
ま
で
に
耐
震
診
断
（
注
４
）
を

実
施
し
、
耐
震
補
強
が
必
要
な
区

庁
舎
に
つ
い
て
は
、
順
次
耐
震
補

強
等
を
行
っ
て
い
る
。
現
状
で

は
、
耐
震
化
し
て
い
る
区
庁
舎
は

12
区
庁
舎
あ
り
、
未
耐
震
の
区
庁

舎
は
西
区
、
中
区
分
庁
舎
、
南
区
、

金
沢
区
、
港
南
区
、
緑
区
、
瀬
谷

区
の
６
区
庁
舎
＋
１
分
庁
舎
と

な
っ
て
い
る
。
未
耐
震
の
区
庁
舎

の
う
ち
、
中
区
分
庁
舎
、
南
区
、

金
沢
区
、
港
南
区
に
つ
い
て
は
、

補
強
・
再
整
備
に
向
け
、
調
査
及

び
検
討
中
で
あ
り
、
そ
の
他
の
西

区
（
耐
震
補
強
の
着
工
に
向
け
て

手
続
き
中
）、
緑
区
（
耐
震
補
強

の
基
本
設
計
中
）、
瀬
谷
区
（
再

整
備
中
）
に
つ
い
て
も
継
続
し
て

取
組
を
進
め
て
い
る
。（
平
成
23

年
９
月
末
時
点
）

❷ 

市
区
庁
舎
以
外
の
公
共
建
築
物

　

市
区
庁
舎
以
外
の
公
共
建
築
物

は
、
未
耐
震
が
１
２
５
施
設
、
診

断
未
実
施
が
13
施
設
と
な
っ
て
お

り
、
合
わ
せ
て
１
３
８
施
設
の
耐

表１（参考資料）　住宅・建築物の耐震化率の現状（都道府県別）

住　　宅
※1

（平成20年）

小中学校
（公立）　　　※2

（平成23年４月１日時点）

病　　院
※3

（平成21年度調査）

防災拠点となる公共施設等
（地方公共団体所有等）※4
（平成22年３月31日時点）

全　　　　　国 79％ 80.3％ 56.2％ 70.9％

東　　京　　都 87％ ※5 94.1％（全国５位） 53.9％（全国30位） 87.6％（全国３位）

神　奈　川　県 85％ ※5 97.7％（全国２位） 69.2％（全国４位） 89.8％（全国１位）

※1　耐震化率の年次は平成20年（一部平成20年度末）。都道府県からの報告をもとに国土交通省が作成し、一部国土交通省が推計。
※2　文部科学省調べ「公立学校施設の耐震改修状況調査」
※3　厚生労働省調べ「病院の耐震改修状況調査」
※4　総務省消防庁調べ「防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況調査」
※5　平成20年住宅・土地統計調査をもとに国土交通省にて推計。

（
注
１
）
耐
震
化
率

　

昭
和
56
年
６
月
１
日
に
で
き
た
「
新
耐
震

基
準
」
に
基
づ
い
て
設
計
さ
れ
た
新
し
い
建

物
数
と
、同
基
準
が
で
き
る
前
の
建
物
で
あ
っ

て
も
、
耐
震
改
修
や
補
強
工
事
を
済
ま
せ
た

建
物
（
耐
震
性
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
）
数

を
足
し
合
わ
せ
、
全
体
の
建
物
数
で
除
し
た

割
合
。

（
注
２
）
横
浜
市
直
下
型
地
震
、
東
海
地
震

　

直
下
型
地
震
は
、
神
奈
川
県
庁
直
下
の

フ
ィ
リ
ピ
ン
海
プ
レ
ー
ト
境
界
面
を
震
源
と
す

る
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
７
ク
ラ
ス
の
地
震
。
東
海

地
震
は
、
駿
河
ト
ラ
フ
を
震
源
と
す
る
マ
グ
ニ

チ
ュ
ー
ド
８
ク
ラ
ス
の
地
震
で
あ
り
、
平
成
13

年
に
中
央
防
災
会
議
が
地
震
防
災
対
策
強

化
地
域
の
設
定
で
用
い
た
地
震
。

（
注
３
）
免
震
構
造

　

建
物
と
地
盤
を
切
り
離
し
、
免
震
装
置

（
積
層
ゴ
ム
な
ど
）
を
設
置
す
る
こ
と
で
地
盤

の
揺
れ
が
免
震
装
置
に
よ
り
和
ら
ぎ
、
建
物

全
体
が
ゆ
っ
く
り
揺
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
地

震
の
被
害
を
少
な
く
す
る
こ
と
が
で
き
、
上

下
階
の
揺
れ
の
差
が
小
さ
い
構
造
。

（
注
４
）
耐
震
診
断

　

昭
和
56
年
５
月
以
前
の「
旧
耐
震
基
準
」

に
基
づ
い
て
設
計
さ
れ
た
耐
震
性
能
を
保
有

し
て
い
な
い
建
物
に
つ
い
て
、
現
行
の
構
造
基

準
（
耐
震
基
準
）
で
耐
震
性
の
有
無
を
確

認
す
る
こ
と
。
構
造
耐
震
指
標
に
Ｉｓ
値
が

あ
り
、
こ
の
値
が
０
・
６
以
上
の
場
合
は
、

震
度
６
〜
７
程
度
の
規
模
の
地
震
に
対
し
て
、

「
倒
壊
し
、又
は
崩
壊
す
る
危
険
性
が
低
い
」

と
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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震
性
が
な
い
と
判
断
す
る
と
、
耐

震
化
率
は
95
％
で
あ
る
（
平
成
23

年
３
月
末
時
点
）。
耐
震
化
率
を

建
物
用
途
ご
と
に
み
る
と
、
病
院

１
０
０
％
、
福
祉
施
設
88
％
、
学

校
98
％
、
市
営
住
宅
96
％
等
と

な
っ
て
お
り
、
全
国
的
に
も
高
い

水
準
を
確
保
し
て
い
る
。
今
後
も

引
き
続
き
、
建
物
用
途
に
応
じ
た

優
先
度
を
見
極
め
、
着
実
に
耐
震

対
策
を
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る

が
、
優
先
順
位
付
け
の
考
え
方
に

は
庁
内
で
も
様
々
な
意
見
が
あ

り
、
今
回
の
防
災
計
画
見
直
し
を

契
機
に
、
防
災
計
画
及
び
耐
震
改

修
促
進
計
画
（
注
５
）
に
定
め
ら

れ
て
い
る｢

公
共
建
築
物
の
用
途

の
重
要
度
分
類
（
表
２
）」
を
見

直
す
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
建
物

用
途
の
重
要
度
分
類
を
見
直
す
際

に
は
、
民
間
建
築
物
が
震
災
時
や

復
興
期
に
果
た
し
て
き
た
役
割
を

踏
ま
え
、
公
共
と
民
間
を
含
め
た

建
物
用
途
の
重
要
度
分
類
に
つ
い

て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

❸
都
市
基
盤
施
設

　

本
市
の
都
市
施
設
、
ラ
イ
フ
ラ

イ
ン
施
設
の
防
災
化
に
つ
い
て

は
、
防
災
計
画
に
定
め
ら
れ
て
い

る
。
都
市
施
設
と
し
て
は
、道
路
、

河
川
護
岸
等
、
港
湾
施
設
、
都
市

公
園
、
鉄
道
施
設
の
整
備
が
、
ラ

イ
フ
ラ
イ
ン
施
設
と
し
て
は
、
水

道
施
設
や
下
水
道
施
設
等
の
耐
震

対
策
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。
災
害

拠
点
病
院
へ
の
水
道
管
路
や
地
下

鉄
駅
舎
の
耐
震
補
強
な
ど
、
耐
震

化
率
が
１
０
０
％
と
な
っ
て
い
る

施
設
も
あ
る
が
、
多
く
の
施
設
は

防
災
計
画
を
踏
ま
え
、
引
き
続
き

着
実
に
耐
震
化
を
推
進
し
て
い
く

べ
き
状
況
で
あ
る
。

❹
民
間
建
築
物

　

本
市
で
は
、
民
間
建
築
物
の
耐

震
化
施
策
と
し
て
、
木
造
住
宅
・

マ
ン
シ
ョ
ン
、
特
定
建
築
物
（
注

６
）
に
対
す
る
補
助
事
業
等
（
表

３
）
を
行
っ
て
い
る
。
耐
震
化
率

は
、
木
造
住
宅
・
マ
ン
シ
ョ
ン
が

85
％
、
特
定
建
築
物
が
87
％
と

な
っ
て
い
る
（
平
成
23
年
３
月
末

時
点
）。
東
日
本
大
震
災
発
生
後

は
、
耐
震
化
促
進
事
業
に
対
す
る

問
合
せ
や
、
木
造
住
宅
耐
震
診
断

士
派
遣
事
業
に
対
す
る
申
込
件
数

が
増
加
す
る
な
ど
、
耐
震
対
策
に

関
す
る
市
民
の
意
識
や
要
望
が
高

ま
っ
て
い
る
。

２ 

　 

今
後
の
耐
震
対
策

❶ 

ス
ピ
ー
ド
感
を
も
っ
た
耐
震
対

策
の
取
組
（
補
正
予
算
対
応
）

　

本
市
で
は
、
平
成
23
年
５
月
17

日
に
、
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
生

じ
た
被
害
や
本
市
経
済
活
動
の
低

迷
、
市
民
生
活
の
不
安
な
ど
の
影

響
か
ら
、
一
刻
も
早
く
元
の
状
態

を
取
り
戻
す
と
と
も
に
、
災
害
に

強
い
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
た

め
、｢

防
災
対
策
の
強
化
」「
横
浜

経
済
の
安
定
」「
市
民
生
活
の
安

心
の
確
保
」
を
ポ
イ
ン
ト
と
し

た
、「
総
合
的
な
震
災
対
策
の
考

え
方
」
を
と
り
ま
と
め
た
。
こ
の

う
ち
、「
防
災
対
策
の
強
化
」
と

し
て
、
５
月
補
正
で
は
、
区
庁
舎

耐
震
性
改
善
緊
急
対
策
事
業
、
木

造
住
宅
・
マ
ン
シ
ョ
ン
耐
震
事

業
、
特
定
建
築
物
耐
震
診
断
・
改

修
促
進
事
業
の
対
応
を
行
っ
た
。

①
区
庁
舎
耐
震
性
改
善
緊
急
対
策

表２　公共建築物の用途の重要度分類
項　目 重要度 分　　　　類 主な該当施設

公共施
設の耐
震化整
備方針

Ⅰ Ｓ　 災害時に最も重要な拠点となる施設

市・区庁舎、消防署、病院、小
中学校屋内運動場（地域防災拠
点）、土木事務所等

Ⅱ

Ａ　福祉施設・教育施設 福祉施設、保育園、学校施設（小
中学校、高校、特別支援学校等）

Ｂ　市民利用施設

公会堂、ホール、博物館、美術
館、体育館等スポーツ施設、ス
ポーツセンター、公園施設、地
区センター、図書館、コミュニ
ティハウス、大学施設等

Ｃ　都市インフラを支える施設 環境・港湾・水道・交通関連施
設、卸売市場、斎場等

Ⅲ Ｄ　上記以外の施設 出先の事務所・事業所、厚生施
設、市営住宅等

１ 　この分類は、災害時における施設利用及び施設の性格で分類したもので
あり、各々の施設の耐震補強の実施については、耐震性の状況、緊急性、
重要性、建替計画との整合などから総合的に判断し、決定される。
２　必要があるときは、グループ内の施設間でさらに優先順位を定める。
３　耐震調査中のものは、その結果を踏まえ、具体的な対策を講じる。

出典：横浜市防災計画（震災対策編）

表３　特定建築物への補助事業実績

表３－１　木造住宅耐震診断・改修促進事業の実績（平成22年度末） （単位：戸）

項　目 ～H17 H18 H19 H20 H21 H22 合　計

木造住宅
耐震診断（H17～） 17,590 950 1,475 1,015 960 777 22,767
耐震改修（H11～） 676 153 176 213 192 166 1,576

表３－２　木造住宅耐震診断事業結果（平成22年度末） （単位：戸）

総合評点 1.5以上 1.0以上
1.5未満

0.7以上
1.0未満 0.7未満 小計 評点外 合計

診断結果棟数 367 2,912 5,838 11,799 20,916 1,851
割　合 1.8％ 13.9％ 27.9％ 56.4％ 100％

※【下表の総合評点】1.0未満：「やや危険です」又は「倒壊の危険があります」
　　　　　　　　　　0.7未満：「倒壊の危険があります」

表３－３　マンション耐震診断・改修促進事業の実績（平成22年度末） （単位：戸）

項　目 ～H17 H18 H19 H20 H21 H22 合 計

マンション

耐震診断
（H10～）

予備診断 53,515 4,041 2,669 2,294 1,515 1,338 65,372
本 診 断 4,414 700 764 518 661 607 7,664

耐震改修（H13～） ０ 508 508
（508）

0 268 74
（47）

803

※　カッコ内の数値は、当該年度の申請件数のうち、前年度から継続して行う件数を示す。

表３－４　特定建築物耐震診断業務の実績 （単位：棟）

項　目 H13 H14 H15 H16 H17 合　計
耐震診断 10 19 20 11 1 61

表３－５　特定建築物耐震改修等事業の実績 （単位：棟）

項　目 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 合　計
耐震診断 2 5 16 8 7 38
改修設計 1 2 2 6 3 14
耐震改修 0 2 1 4 3 10

出典：耐震改修促進計画

（
注
５
）
耐
震
改
修
促
進
計
画

　

平
成
18
年
１
月
26
日
に
改
正
施
行
さ
れ
た

建
築
物
の
耐
震
改
修
の
促
進
に
関
す
る
法
律

（
耐
震
改
修
促
進
法
）
第
５
条
第
７
項
に
基

づ
き
、
国
の
基
本
方
針
及
び
神
奈
川
県
耐
震

改
修
促
進
計
画
を
勘
案
し
て
策
定
し
た
計

画
。
旧
耐
震
基
準
で
建
築
さ
れ
た
既
存
建

築
物
の
地
震
に
対
す
る
安
全
性
の
向
上
を
計

画
的
に
促
進
し
て
い
く
こ
と
が
目
的
。

（
注
６
）
特
定
建
築
物

　

耐
震
改
修
促
進
法
第
６
条
第
１
〜
３
号
で

用
途
と
規
模
等
が
定
め
ら
れ
た
建
築
物
。

階
数
３
以
上
か
つ
１
，０
０
０
㎡
以
上
の
病
院

や
、
階
数
２
以
上
か
つ
５
０
０
㎡
以
上
の
保

育
所
等
が
該
当
。
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事
業
は
、
耐
震
補
強
が
必
要
な
区

庁
舎（
南
区
、
港
南
区
、
金
沢
区
、

緑
区
、
中
区
分
庁
舎
）に
つ
い
て
、

即
効
性
の
あ
る
応
急
的
な
耐
震
性

の
改
善
策
を
実
施
（
調
査
・
設
計
）

し
、
24
年
度
早
期
の
竣
工
を
目
指

す
こ
と
と
し
た
。
②
木
造
住
宅
・

マ
ン
シ
ョ
ン
耐
震
事
業
と
特
定
建

築
物
耐
震
診
断
・
改
修
促
進
事
業

は
、
主
に
補
助
限
度
額
の
増
加
や

補
助
率
の
引
上
げ
等
の
対
応
を

行
っ
た
。
特
に
、
緊
急
交
通
路
指

定
想
定
路
線
（
注
７
）
の
沿
道
に

あ
り
、
一
定
の
条
件
に
該
当
す
る

建
築
物
に
つ
い
て
は
、
改
修
設
計

費
や
耐
震
改
修
工
事
に
対
す
る
補

助
の
新
設
を
行
っ
た
。

　

９
月
補
正
で
は
、「
総
合
的
な

震
災
対
策
の
考
え
方
」
に
基
づ

き
、
必
要
な
施
策
を
引
き
続
き
進

め
て
い
く
と
し
、
民
間
施
設
・
公

共
施
設
・
公
共
イ
ン
フ
ラ
を
三
本

柱
と
し
て
緊
急
的
な
耐
震
対
策
を

推
進
し
て
い
る
。
①
民
間
施
設
の

耐
震
対
策
は
、
民
間
児
童
福
祉
施

設
耐
震
対
策
事
業
と
し
て
、
耐
震

性
が
低
く
、
老
朽
化
が
著
し
い
民

間
児
童
福
祉
施
設
の
改
築
に
対
す

る
設
計
費
の
助
成
に
要
す
る
経
費

を
補
正
対
応
と
し
た
。
②
公
共
施

設
の
耐
震
対
策
は
、
主
に
耐
震
対

策
が
行
わ
れ
て
い
な
い
市
立
保
育

所
の
耐
震
補
強
設
計
費
や
、
市
営

住
宅
耐
震
改
修
の
早
期
完
了
へ
向

け
た
設
計
費
等
の
補
正
対
応
を
行

い
、
区
庁
舎
耐
震
強
化
・
整
備
事

業
（
港
南
区
、
金
沢
区
、
中
区
分

庁
舎
）
に
つ
い
て
は
、
５
月
補
正

に
引
き
続
き
、
基
本
設
計
費
や
測

量
・
土
質
調
査
に
必
要
な
経
費
を

補
正
し
た
。
③
公
共
イ
ン
フ
ラ
の

耐
震
対
策
は
、重
要
橋
り
ょ
う（
道

路
局
が
管
理
す
る
橋
り
ょ
う
の
う

ち
緊
急
輸
送
路
等
（
注
８
）
に
あ

る
橋
な
ど
）
の
う
ち
、
耐
震
対
策

が
済
ん
で
い
な
い
橋
り
ょ
う
の
設

計
費
を
補
正
し
た
。
こ
の
よ
う

に
、
ス
ピ
ー
ド
感
を
持
っ
た
補
正

予
算
対
応
を
行
っ
て
き
て
い
る

が
、
今
後
も
引
き
続
き
、
12
月
補

正
や
24
年
度
予
算
対
応
を
見
据
え

な
が
ら
、
市
民
や
市
内
事
業
者
の

皆
様
の
立
場
に
立
っ
て
、
必
要
な

支
援
を
迅
速
に
実
施
し
て
い
く
必

要
が
あ
る
。

❷ 

行
政
機
能
の
発
揮
に
必
要
な
取

組

　

行
政
が
果
た
す
べ
き
役
割
は
、

行
政
機
能
を
十
二
分
に
発
揮
す
る

こ
と
で
、震
災
に
よ
る
人
的
被
害
・

物
的
被
害
を
最
小
限
に
食
い
止

め
、
経
済
的
被
害
を
出
来
る
だ
け

抑
制
す
る
と
と
も
に
、
平
時
か
ら

災
害
時
ま
で
安
全
・
安
心
な
都
市

横
浜
を
実
現
す
る
こ
と
で
あ
る
。

行
政
機
能
を
災
害
対
策
本
部
機
能

の
確
保
と
、
救
助
・
救
援
活
動
機

能
の
確
保
の
大
き
く
２
つ
に
分
け

て
考
察
し
た
。
①
災
害
対
策
本
部

機
能
の
確
保
の
要
点
は
、
市
役
所

及
び
区
役
所
の
災
害
対
策
本
部
と

し
て
の
機
能
の
確
保
を
早
急
に
図

る
こ
と
で
あ
る
。
市
庁
舎
は
既
に

耐
震
補
強
済
み
で
あ
る
が
、
区
役

所
に
つ
い
て
は
、
前
述
の
と
お

り
、
耐
震
性
が
な
い
６
区
庁
舎
＋

１
分
庁
舎
を
早
急
に
耐
震
化
さ
せ

る
必
要
が
あ
り
、
補
強
及
び
建
替

え
の
い
ず
れ
の
取
組
に
お
い
て

も
、
Ｐ
Ｆ
Ｉ
手
法
（
注
９
）
に
限

ら
ず
直
接
発
注
方
式
（
注
10
）
を

含
め
た
事
業
手
法
の
選
択
、
総
合

庁
舎
機
能
の
中
で
も
災
害
対
策
本

部
機
能
の
優
先
的
な
取
扱
、
資
産

の
有
効
活
用
に
よ
る
財
源
確
保
策

へ
の
取
組
な
ど
、
こ
れ
ま
で
の
概

念
に
縛
ら
れ
な
い
様
々
な
工
夫
を

前
提
と
し
た
耐
震
対
策
が
重
要
で

あ
る
。
②
救
助
・
救
護
活
動
機
能

の
確
保
の
要
点
は
、
緊
急
輸
送
路

等
の
道
路
機
能
や
物
資
輸
送
機

能
、
そ
の
他
都
市
機
能
の
確
保
を

早
急
に
図
る
こ
と
で
あ
る
。
今
回

の
東
日
本
大
震
災
で
は
、
主
に
首

都
圏
を
中
心
に
帰
宅
困
難
者
が
多

く
発
生
し
た
が
、
本
市
に
お
い
て

も
、
一
時
滞
在
施
設
（
注
11
）
に

多
く
の
人
が
集
ま
っ
た
。
季
節
は

肌
寒
い
３
月
で
あ
り
、
毛
布
が
大

量
に
必
要
で
あ
っ
た
が
、
一
時
滞

在
施
設
の
備
蓄
が
十
分
で
は
な

か
っ
た
た
め
、
他
施
設
か
ら
輸
送

を
行
っ
た
が
、
震
災
の
影
響
に
よ

り
、
交
通
渋
滞
が
発
生
し
、
輸
送

に
時
間
を
要
し
た
。
こ
の
状
況
を

踏
ま
え
る
と
、
被
災
し
た
場
合
に

は
、
今
回
以
上
の
交
通
マ
ヒ
が
引

き
起
こ
さ
れ
る
こ
と
が
予
想
さ
れ

る
こ
と
か
ら
、
緊
急
輸
送
路
の
重

要
性
が
改
め
て
認
識
さ
れ
る
結
果

と
な
っ
た
。
本
市
で
は
、
道
路
機

能
や
物
資
輸
送
機
能
を
確
保
す
る

た
め
、
緊
急
輸
送
路
を
指
定
し
て

お
り
、
こ
の
路
線
上
に
あ
る
橋
を

重
要
橋
り
ょ
う
と
位
置
付
け
て
い

る
が
、
耐
震
性
の
な
い
重
要
橋

り
ょ
う
が
十
数
箇
所
程
度
あ
る
た

め
、
効
果
的
な
優
先
順
位
を
見
極

め
な
が
ら
、
出
来
る
だ
け
早
期
に

耐
震
化
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
。
ま

た
、
県
が
指
定
し
て
い
る
緊
急
交

通
路
指
定
想
定
路
線
沿
い
の
建
築

物
に
つ
い
て
は
、
震
災
時
の
建
物

倒
壊
に
よ
り
、
緊
急
車
両
の
通
行

を
阻
害
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
、

耐
震
化
率
は
83
％
の
状
況
で
あ

る
。
今
回
の
大
震
災
を
踏
ま
え
る

と
、
出
来
る
だ
け
早
急
に
震
災
時

に
通
行
可
能
な
路
線
を
確
保
す
る

こ
と
や
、
重
点
路
線
を
選
定
し
て

優
先
的
に
建
築
物
の
耐
震
化
に
取

組
む
な
ど
、
今
ま
で
以
上
に
効
果

的
な
対
策
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

そ
の
他
、
港
湾
か
ら
の
物
資
輸
送

機
能
や
上
下
水
道
施
設
等
の
機
能

確
保
も
重
要
で
あ
り
、
岸
壁
や
上

下
水
道
施
設
等
の
耐
震
化
を
順
次

進
め
、
震
災
時
の
機
能
確
保
の
底

上
げ
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

❸ 
人
命
確
保
・
災
害
弱
者
対
策
等

に
必
要
な
取
組

　

阪
神
・
淡
路
大
震
災
や
、
今
回

（
注
７
）
緊
急
交
通
路
指
定
想
定
路
線

　

大
規
模
地
震
発
生
時
に
お
け
る
救
命
救

急
活
動
を
行
う
た
め
、
神
奈
川
県
公
安
委

員
会
（
警
察
）
が
広
域
的
な
道
路
網
を
主

体
に
指
定
。
神
奈
川
県
耐
震
改
修
促
進
計

画
で
位
置
付
け
ら
れ
た
も
の
の
う
ち
、
横
浜

市
分
は
20
路
線
。

（
注
８
）
緊
急
輸
送
路
等

　

災
害
応
急
対
策
の
実
施
に
必
要
な
物
資
、

資
機
材
、
要
員
等
を
輸
送
す
る
緊
急
車
両

が
通
行
す
る
道
路
で
、
高
速
道
路
や
幹
線
道

路
を
対
象
と
し
て
横
浜
市
が
指
定
。
第
１

次
緊
急
輸
送
路
と
第
２
次
緊
急
輸
送
路
が

あ
る
。

（
注
９
）
Ｐ
Ｆ
Ｉ
手
法

　

公
共
施
設
等
の
施
設
整
備
等
に
あ
た
って
、

民
間
の
資
金
と
創
意
工
夫
を
活
用
す
る
こ
と

に
よ
り
、
効
率
的
で
質
の
高
い
公
共
サ
ー
ビ
ス

の
提
供
を
図
る
も
の
。

（
注
10
）
直
接
発
注
方
式

　

横
浜
市
が
発
注
者
と
な
っ
て
、
建
物
な
ど

の
設
計
・工
事
・
維
持
管
理
等
を
行
う
こ
と
。

（
注
11
）
一
時
滞
在
施
設

　

大
地
震
発
生
時
の
帰
宅
困
難
者
を
一
時
的

に
受
け
入
れ
る
施
設
。
公
共
施
設
に
限
ら
ず

民
間
施
設
も
指
定
の
対
象
で
、
パ
シ
フ
ィ
コ
横

浜
や
横
浜
ア
リ
ー
ナ
等
が
指
定
さ
れ
て
い
る
。
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の
東
日
本
大
震
災
で
の
教
訓
を
活

か
し
、
人
命
確
保
・
災
害
弱
者
等

に
配
慮
し
た
対
策
を
行
う
た
め
に

は
、
防
災
拠
点
と
な
る
公
共
施
設

の
耐
震
対
策
に
限
ら
ず
、
公
共
的

な
役
割
を
担
う
民
間
建
築
物
に
つ

い
て
も
、
災
害
時
に
果
た
す
役
割

を
踏
ま
え
、
防
災
計
画
上
の
新
た

な
位
置
付
け
の
明
確
化
を
前
提
と

し
た
耐
震
対
策
を
促
進
し
て
い
く

必
要
が
あ
る
。
人
命
確
保
の
面
で

は
、
特
に
医
療
機
能
の
確
保
に
つ

い
て
、
災
害
弱
者
対
策
等
の
面
で

は
、
特
に
入
所
系
機
能
・
保
護
機

能
な
ど
の
確
保
に
つ
い
て
、
大
き

く
２
つ
に
分
け
て
考
察
し
た
。
①

医
療
機
能
の
確
保
の
要
点
は
、
災

害
時
の
拠
点
病
院
機
能
に
限
ら

ず
、
地
域
医
療
機
能
の
確
保
を
図

る
こ
と
で
あ
る
。
本
市
に
は
、
医

療
法
に
基
づ
く
病
院
（
20
人
以
上

の
患
者
を
入
院
さ
せ
る
た
め
の
施

設
を
有
す
る
も
の
）
が
１
３
４
施

設
あ
る
（
平
成
23
年
３
月
末
時

点
）。
東
日
本
大
震
災
が
発
生
し

た
３
月
時
点
で
は
、
市
内
１
３
４

施
設
の
耐
震
性
の
有
無
を
把
握
で

き
て
い
な
い
状
況
で
あ
り
、
耐
震

性
確
保
策
へ
の
取
組
も
未
実
施
の

状
態
で
あ
っ
た
。
病
院
は
、
震
災

時
に
お
け
る
入
院
患
者
等
の
人
命

を
守
り
、
震
災
後
の
地
域
医
療
の

継
続
、
傷
病
者
の
受
け
入
れ
等
を

行
う
重
要
な
施
設
で
あ
る
。
こ
う

し
た
認
識
か
ら
、
地
域
医
療
の
拠

点
と
な
る
既
存
民
間
病
院
の
耐
震

性
の
実
態
把
握
を
行
う
必
要
が
あ

る
と
判
断
し
、
各
病
院
に
対
し

て
、
耐
震
性
の
有
無
や
建
替
え
意

向
等
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
を
行
っ

て
い
る
。
今
後
は
、
調
査
結
果
を

踏
ま
え
た
上
で
、
広
域
の
拠
点
病

院
と
の
機
能
分
担
や
県
市
で
の
役

割
分
担
、
防
災
計
画
上
の
位
置
付

け
な
ど
を
明
確
化
し
な
が
ら
、
耐

震
性
確
保
に
向
け
た
誘
導
策
や
支

援
体
制
の
構
築
を
検
討
す
る
必
要

が
あ
る
。
②
入
所
系
機
能
・
保
護

機
能
な
ど
の
確
保
の
要
点
は
、
避

難
時
に
お
け
る
災
害
弱
者
対
策
や

震
災
後
の
保
護
・
保
育
・
養
育
環

境
の
確
保
を
図
る
こ
と
で
あ
る
。

災
害
弱
者
等
が
入
所
し
て
い
る
高

齢
者
介
護
施
設
、
障
害
児
（
者
）

施
設
、
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
、
保
育

所
、
幼
稚
園
等
の
施
設
は
、
避
難

時
に
お
け
る
安
全
対
策
や
震
災
後

の
保
護
・
保
育
・
養
育
環
境
の
確

保
（
家
族
の
勤
労
時
間
の
確
保
な

ど
）
を
図
る
必
要
が
あ
り
、
平
時

か
ら
の
十
分
な
事
前
対
応
が
求
め

ら
れ
る
。
本
市
で
は
、
災
害
時
に

限
ら
ず
、
平
時
か
ら
「
高
齢
者
が

い
つ
ま
で
も
い
き
い
き
と
活
躍
で

き
る
地
域
社
会
づ
く
り
」
や
「
社

会
全
体
で
子
ど
も
の
成
長
と
自
立

を
支
え
る
ま
ち
」
な
ど
の
達
成
に

向
け
た
環
境
整
備
を
進
め
て
い

る
。
特
に
震
災
後
に
高
齢
者
介
護

施
設
や
保
育
所
等
の
施
設
が
果
た

す
役
割
が
大
き
い
こ
と
を
踏
ま

え
、
防
災
計
画
上
の
位
置
づ
け
を

明
確
化
し
な
が
ら
、
耐
震
性
確
保

に
向
け
た
誘
導
策
や
支
援
体
制
の

構
築
を
行
う
必
要
が
あ
る
。
ま

た
、
耐
震
対
策
が
必
要
な
市
立
保

育
所
に
つ
い
て
は
、
改
修
と
合
わ

せ
た
増
築
に
よ
る
定
員
増
な
ど
、

待
機
児
童
解
消
に
寄
与
す
る
場
合

に
は
、
優
先
順
位
の
前
倒
し
な
ど

を
含
め
た
効
果
的
な
検
討
が
必
要

で
あ
る
。

３ 

　  

横
浜
市
防
災
計
画
（
震
災
対

策
編
）
の
見
直
し
に
向
け
て

　

防
災
計
画
の
見
直
し
は
、
本
市

消
防
局
危
機
管
理
室
が
中
心
と

な
っ
て
行
う
が
、
防
災
対
策
の
う

ち
、
緊
急
的
な
耐
震
対
策
の
推
進

に
つ
い
て
は
、
政
策
局
政
策
課
が

中
心
と
な
っ
て
庁
内
関
係
部
署
と

の
連
携
の
も
と
、
①
区
庁
舎
の
耐

震
対
策
、
②
そ
の
他
公
共
建
築
物

と
公
共
的
建
築
物
（
民
間
の
保
育

園
、
福
祉
施
設
等
）の
耐
震
対
策
、

③
木
造
住
宅
、
マ
ン
シ
ョ
ン
、
特

定
建
築
物
等
民
間
建
築
物
の
耐
震

対
策
、
④
道
路
、
港
湾
等
イ
ン
フ

ラ
の
耐
震
対
策
の
４
テ
ー
マ
を
中

心
に
議
論
・
検
討
を
行
っ
て
い

る
。
こ
れ
ら
の
議
論
・
検
討
を
踏

ま
え
、
下
記
の
視
点
（
表
４
）
を

考
慮
し
た
防
災
計
画
の
見
直
し
検

討
が
必
要
と
認
識
し
て
い
る
が
、

こ
の
見
直
し
に
は
、
庁
内
の
関
係

部
署
や
民
間
主
体
と
の
連
携
体
制

が
必
要
不
可
欠
で
あ
る
。
政
策
局

政
策
課
で
は
、重
要
施
策
の
企
画
・

立
案
に
関
し
、
関
係
区
局
と
の
連

携
や
総
合
調
整
を
図
る
立
場
か

ら
、
市
民
や
市
内
事
業
者
の
皆
様

に
と
っ
て
効
果
的
な
耐
震
対
策
が

盛
り
込
ま
れ
た
防
災
計
画
と
な
る

よ
う
、
尽
力
し
て
い
く
所
存
で
あ

る
。

表４　緊急的な震災対策の推進について、考慮すべき視点

① 防災計画上の「公共建築物の用途の重要度分類」について、民間建築物が震災時や復興期に果たしてきた役割を踏まえ、公共と民間を含
めた建物用途の重要度分類について検討する必要があること
② 災害対策本部機能の確保について、区役所の災害対策本部としての機能確保を早急に図ることを明確化し、合わせて、市庁舎周辺の民間
ビルに機能分散させている行政機能についても震災時の機能確保に向けた一定の方向性を明確化すること
③ 救助・救護活動機能の確保について、現在指定されている緊急輸送路等からさらに重点路線を絞り込み、優先的に建築物や橋りょう等の
耐震化に取り組むなど、今まで以上に効果的な手法を見定め、道路機能や物資輸送機能、その他都市機能の確保を早急に図ること
④ 民間建築物の中でも、震災時において特に重要である医療機能の確保や、震災後の復興期において特に重要である入所系機能・保護機能
の確保については、平時から十分な事前対応や民間主体との連携を図ること


